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有明アリーナ管理運営事業報告書（令和元年度） 

 

オリンピック・パラリンピック準備局 

 

第１ 事業概要 

有明アリーナ（以下「本施設」という。）が、国際大会などの質の高いスポーツ観戦機会を提供

してスポーツムーブメントを創出するとともに、コンサート等のイベント開催による文化の発信に

より、東京の新たなスポーツ・文化の拠点となるよう、東京都は有明アリーナ管理運営事業を、民

間と行政とのパートナーシップの下で効率的・効果的に推進するため、民間資金等の活用による公

共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。）に基づ

く公共施設等運営事業として実施する。 

 

１ 事業内容 

 

(1) 準備期間  

公共施設等運営権実施契約締結日から本施設引渡し日の前日まで 

① 統括管理業務 

② 開業準備業務 

 

(2) 維持管理期間 

本施設引渡し日から運営開始予定日の前日まで 

① 統括管理業務  

② 開業準備業務 

なお、維持管理期間の維持管理業務については、運営権者と都の間で必要な協議・契約手続

を経た上、別途年度毎に締結する。維持管理業務に係る費用は当該別契約に基づき、都が運営

権者へ支払うものとし、運営権者は都が示す業務内容（仕様書等）に従い、業務を実施する。 

 

(3) 運営期間 

運営開始予定日から運営権の存続期間終了日まで 

① 統括管理業務 

② 運営業務 

③ 維持管理業務 

業務に当たっては、効率的な運営、創意工夫、積極的なプロモーション活動等により、収益

性の確保に努める。 

 

２ 運営権者 

     株式会社東京有明アリーナ 
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第 2 令和元年度の事業実績 

 

１ 対象となる事業期間 

実施契約締結日（令和元年７月３０日）から令和２年３月３１日まで 

 

２ 運営権者の業務の主な実施状況 

準備期間及び維持管理期間に該当するため、統括管理業務及び開業準備業務を実施 

 

(1) 統括管理業務 

① マネジメント業務 

・実施契約の締結後、速やかに統括管理責任者をはじめ各業務の業務責任者及び業務担当者を

設置し、業務全体を一元的に管理できる業務実施体制を構築した。 

・本施設に追加的に設備等を整備するための投資計画に関する検討を行った。 

② 総務・経理業務 

 ・文書等を適切に整理、保存、管理できるよう、文書管理規則を策定した。 

③ 事業評価業務 

・セルフモニタリングの実施体制を検討、構築するとともに、都との協議を経てモニタリング

実施計画書を策定した上で、セルフモニタリングを実施した。 

 

(2) 開業準備業務 

① 広報・誘致・予約管理業務 

・本施設のコンセプト、施設概要、アクセス等を記載したホームページを作成し、2019 年 7

月に開設した。 

    ・開業後のイベントスケジュール案について都と運営権者で協議を行った。 

    ・都との定例会を月 1 回以上実施し、準備業務全般の協議、調整を行った。 

    ・各種のスポーツ競技団体と国内主要大会の誘致に向けて協議を行った。 

    ・予約管理システムの構築に向け、システムベンダーと契約し、要件定義の作業を開始した。 

② 利用規則の策定業務 

・施設の利用規則について都と運営権者で協議を行った。 

   ③ その他の業務 

    ・エリアマネジメント組織の組織化の準備を進めるために、有明エリアのステークホルダーと

情報交換を重ね、検討を行った。 

 

第 3 事業評価の実施 

  運営権者による適正かつ確実なサービスの提供がなされているかをモニタリングにより確認し、

評価した。 

 

 １ 根拠 
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  〇 PFI 法 

  〇 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する事業の実施に関する基本方針

（平成 30 年 10 月 23 日閣議決定） 

 

２ 実施手順 

 ① 運営権者は都と協議の上、モニタリング実施計画書を作成 

② 運営権者は業務計画書や実施契約等に従い本事業を履行しているかセルフモニタリングを実施 

③ 都は運営権者から事前に提出される業務計画書、事後に提出される業務報告書、運営権者に

よるセルフモニタリングの結果及び財務書類等を基に、都の示した要求水準を満たしている

か、財務状況が悪化していないか等、業務実施状況の確認を実施 

   ④ 都は、第三者による専門的な見地からの意見を聴くため、法務、会計、PFI／公共施設等運営

権方式、スポーツ、文化・エンターテインメントの５分野の専門家からなる「有明アリーナ

管理運営事業モニタリング委員会」を設置し、業務実施状況について意見を聴取 

   ⑤ モニタリング委員会での意見を踏まえて、モニタリング結果を事業評価としてとりまとめ 

 

（モニタリング及び是正措置の流れ） 
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３ 事業評価の結果 

 

(1) 統括管理業務 

実施契約締結後速やかに統括管理責任者の設置をはじめとする管理体制が構築され、都をはじ

めとした関係者との打合せやセルフモニタリングの構築等精力的に行われていると認められる。 

 

  (2) 開業準備業務 

運営権者のホームページ等の作成や利用規則・利用料金の策定に向けた調整、大会誘致に向け

た関係者との協議、その他運営業務の開始に向けた準備等が適切に行われていると認められる。 

 

(3) 財務状況等 

施設利用を開始する前の期間であるため、事業者選定時の提案書においても収入は見込んでお

らず、費用についても提案書の範囲内に収まっており、貸借対照表、損益計算書等について、財

務状況の悪化等の問題は認められない。 

リスク管理に関する提案についても、実施契約締結時点において、適切な対応がなされている

と認められる。アリーナ需要等の調査を実施するとともに、今後運営業務の開始に向け、保険の

付保やマニュアル等の整備を実施予定であり、進捗を確認する必要がある。 

 

(4) 総合評価 

準備期間及び維持管理期間における業務の状況としては概ね問題はなく、要求水準等の未達状

態や財務状況の悪化、その他問題等は認められず、開業に向けて着実に業務を実施していると認

められる。 

ただし、新型コロナウイルス感染症の流行及び東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技

大会の延期に伴う本事業への影響について、追加投資計画の発注時期や、各種公演の招致計画や

編成内容などについて、今後注視する必要がある。 
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（参考）運営権者の財務諸表 
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